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１０年戦略『Ｖｉｓｉｏｎ２０２７「未来共創プラン」』

長期ビジョン『地域・お客さま・従業員と分かち合える豊かな未来を共創する』を
オールちゅうぎんで目指してまいります。

頭取メッセージ

2021年12月
取締役頭取　加藤　貞則

②第二の柱『お客さま本位の営業の「深化」』
法人向けに最適なソリューションを提供する「地域応援活

動」と個人のお客さま向けに最適なサービスを提供する「ライ
フプランサポート活動」を展開しています。
「地域応援活動」では、資金繰り支援、本業支援のほかデ
ジタル化や脱炭素化、事業承継対策、補助金申請支援、ＢＣＰ
対策など多様化、複雑化するニーズに対して、当行グループ
一体となった幅広いコンサルティング活動を展開しています。
「ライフプランサポート活動」では、非対面取引のニーズが
高まる中、インターネットバンキング、通帳アプリ等を提供す
るとともに、当行に口座を保有しているお客さまに対して、
遺言信託などの金融サービスとビジネスマッチング等の非
金融サービスを組み合わせた「ちゅうぎんお困りごと解決サ
ポート」を中心としたコンサルティングサービスを展開して
います。

③第三の柱『組織の活性化』
地域社会を取巻く環境は急速に変化しており、個人の生
活様式や企業の事業活動も大きく変容しています。こうした
変化を見据え、これまで以上に「業務軸の拡大」を追求し、
「経営資源の適正配分」「グループガバナンスの進化」を実
践し続けられることを目的に、持ち株会社体制移行の検討
を開始しました。また、働き方の多様化への対応や従業員
ニーズを実現するために、約１７年ぶりに人事制度を全面改
定しました。役職員の能力の最大化を図り、金融を中心とし
た総合金融サービス業へ進化し、地域社会の発展に貢献し
てまいります。

④第四の柱『デジタル戦略の強化』
４月にＴＳＵＢＡＳＡ行で連携する千葉銀行と営業店業務にお
けるペーパーレス化・印鑑レス化に向けた「ＴＳＵＢＡＳＡ汎用
ペーパーレスシステム」構築に向けた共同開発に着手しまし
た。また、７月にはスマートフォン向けの「ちゅうぎんアプリ」の
提供を開始し、デジタル技術を活用したお客さまとの接点拡
大、サービスの向上を目指しています。
お客さまの利便性向上、営業の深化、業務の削減・効率化の
あらゆる面でデジタル技術を活用し、新たな付加価値の創造
やビジネスモデルの変革に取組んでまいります。

⑤第五の柱『持続可能な成長モデルの確立』
地元事業性資金の増加や課題解決に向けた本業支援によ

る収益改善を図るとともに、外部との連携により持続可能な
ビジネスモデルの構築に努めています。
全国の広域地銀で形成するＴＳＵＢＡＳＡアライアンスは、こ

れまでの連携からさらに効率化・高度化を目指すため、１０月に
共同出資会社であるＴＳＵＢＡＳＡアライアンス株式会社内に
「事業戦略部」を新設しました。ＤＸ関連施策や人材育成・ダイ
バーシティ、ＥＳＧ・ＳＤＧｓ、新事業などに関する企画・提言の役
割を担い、お取引き先の事業展開に応じたサービスを提供し
てまいります。

これら５つの柱がシナジー効果を発揮することで、地域および
お客さまのあらゆる課題への解決に取組み、地域経済の発展へ
貢献してまいります。

２０２１年度上半期の経済について
２０２１年度上半期の国内経済は、新型コロナウイルス感染症
の拡大により緊急事態宣言が断続的に発令され、消費は停滞し
ました。足元ではワクチン接種の進展などにより個人消費や製造
業の緩やかな持ち直しの動きがみられ、経済の回復が徐々に期
待できる一方で、原油高や半導体不足による供給制約の影響も
あり、経済情勢には注視が必要です。
当行では引続き、積極的な資金供給や経営課題解決を通じて

地元経済の回復に貢献してまいります。

地域やお客さまの課題解決に向けて
当行グループでは、２０２０年４月よりスタートした中期経営計

画（未来共創プラン ステージⅡ）で、地域やお客さまの課題解決力
を強化すべく「５つの柱」を主要戦略として取組んでいます。
①第一の柱『地方創生・ＳＤＧｓへの取組み強化』
２０２１年４月に「責任ある投融資に向けた取組方針」を策定、
５月にはＴＣＦＤ（気候変動関連財務情報開示タスクフォース）
への賛同を表明するとともに、６月には「地方創生・ＳＤＧｓ推進
部」を設立し、ＳＤＧｓへの取組みを強化しています。
お取引き先のＳＤＧｓの取組状況の整理やＳＤＧｓ宣誓書の作

成を支援する「ちゅうぎんＳＤＧｓサポート」、ＳＤＧｓやＥＳＧに関連
する企業目標を設定し、その達成状況に応じて融資条件（金利
引き下げ等）が変動する「ちゅうぎんサステナブルローン」の取
扱いを開始するなど、地域の持続的な発展につなげています。

上記のほか、店舗内店舗方式の支店を10か
店、同方式の出張所を2か店、インターネット
支店を1か店それぞれ設置しております。

本店、国内支店142、出張所5、
特別出張所２、海外1



32

ステージⅢ／2023年度 2026年度ステージⅡ／2020年度ステージⅠ／2017年度

STEP ソフト面(組織・人財)強化

営業店

融資
事務の本部集中化・

効率化

営業
営業活動改革

預金・為替・店頭
店頭業務改革

本部

本部業務の削減
働き方改革の促進

中期経営計画「未来共創プラン ステージⅡ」（2020年度～2022年度）では、地域やお客さまの課題解決力を強化す
るため、当行グループの人財と組織力の向上を図っていきます。戦略や組織、制度、体制面にいたるまで多くの改革を実
行していきます。法人のお取引き先にはワンストップかつスピーディーにソリューションが展開できる体制を、個人のお
客さまには一生涯を通じて幅広いサービスとチャネルで非金融を含めた総合サービスを実感いただける体制を構築し
ていきます。これら営業体制を確立するため、「人事制度・研修体系・業績表彰制度等」も抜本的に見直します。地域社会と
ともに発展するビジネスモデルを構築し、最終ステージでのさらなる成長につなげます。

▶

▶

▶

前中期経営計画期間での構造改革の成果をもと
に、外部環境の変化に迅速に対応するとともに、
地域社会とともに発展する【当行独自のビジネ
スモデル】を構築します。

中国銀行グループは「地方創生・SDGs」を最重
要項目と位置付けて、これまで以上に「人」「情報」
「資金」「ノウハウ」等の提供をおこなうとともに、
地域の連携の要となって「共創の場（プラット
フォーム）」の構築を目指します。地域課題の解決
を加速させ、地域の成長を当行グループの成長
につなげていきます。

その実現のために、組織力と人財育成を強化し
ていきます。

5つの柱の取組みを通じて、地域のお客さまのあらゆる  課題に向き合い、新たな価値を創造します
ソフト面強化に注力する中期経営計画（ステージⅡ）

HOP

中期経営計画 未来共創プラン ステージⅡ

長期経営計画『Vision2027「未来共創プラン」』
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成長に向けたビジネスモデルの構築

地域社会とともに発展する
ビジネスモデルの確立

中国銀行グループが地域の
プラットフォームへ

JUMP 集大成

提供する価値

地域社会
・持続可能な社会の実現
・環境に配慮した経営

お客さま
・満足度の向上
・お客さま本位の営業活動

従業員
・働きがいと成長の場の提供
・ワークライフバランスの実現

株主外（全ステークホルダー）
・中長期的な株主価値向上
・企業価値の向上

親会社株主に帰属する当期純利益（単位：億円）
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持続可能なビジネスモデルの構築に向けて 連携による新たな価値の提供

地域社会を取巻く環境は、人口減少、少子高齢化に加え、デジタル化の進展、地球温暖化に対する脱炭
素に向けた世界的な取組みの加速など、急速な変化を遂げるとともにさまざまな課題も出てきています。
このような環境下で、地域社会が抱える課題は多様化、複雑化しており地域金融機関が果たすべく役割
も大きく変化していくと考えています。
こうした事業環境の変化を見据え、これまで以上に「業務軸の拡大」を追求し、「経営資源の適正配分」

「グループガバナンスの進化」を実践し続けられる組織体制を構築することを目的に、株主総会の承認お
よび必要な関係当局の認可が得られるこ
とを前提とし、2022年10月を目途に持株
会社体制へ移行することについて検討を
開始しました。
環境の変化に柔軟に対応できる持続可
能なビジネスモデルを確立し、金融を中
心とした総合サービス業へ進化すること
により、地域社会の持続的な発展に貢献
してまいります。

持株会社体制への移行の検討開始
営業店業務におけるペーパーレス化・
印鑑レス化を実現するため「TSUBASAア
ライアンス※」で連携する千葉銀行と
「TSUBASA汎用ペーパーレスシステム」
構築に向けた共同開発に着手しました。お
客さまの各種申請手続きをタブレットで
おこなうことで記入負担の軽減が図れる
とともに、入力されたデータをオンライン
で連携することで、離れた場所での処理が
可能となり、店頭混雑時などのお客さまの
待ち時間削減にもつながります。

「TSUBASA汎用ペーパーレスシステム」構築に向けた千葉銀行との共同開発着手

「TSUBASAアライアンス※」で連携する
千葉銀行、第四北越銀行および野村ホー
ルディングス株式会社の４者間で、リモート
での金融コンサルティングサービス提供に
向けた合弁会社「株式会社オンアド」を
2022年１月に設立いたします。
新会社では、３行の銀行事業と野村ホー
ルディングスの証券事業に関するノウハウ
を組み合わせ、業態を超えた金融コンサル
ティングサービスを提供します。銀行・証券
の最前線で活躍する社員が新会社の専任
アドバイザーとなり、ライフプランシミュ
レーションを軸として資産運用、相続・信
託、保険、ローンなどに関するアドバイスを
有料で提供します。

・金融機関が営業してい
る平日日中では相談時
間の確保ができない
・お金に関する悩みを相
談できる相手が身近に
いない
・金融商品の売買を前
提としない、中立的な
アドバイスが聞きたい

・平日夜や休日など、
柔軟なスケジュールで
リモート面談が可能
・アドバイザーの選択や
面談日の予約、支払い
までオンラインで完結
・資産形成に関する多様
なコンテンツの閲覧

・金融の最前線で経験
を積んだ社員がアドバ
イザーとして対応
・ライフプランシミュレー
ションを軸として、資産
に関する多様な悩みに
ワンストップで回答

・各社が保有するノ
ウハウ、人材、ネット
ワーク等のリソー
スを供給
・銀行・証券の垣根
を超えた新しい資
産運用アドバイス
の構築

リモートでの金融コンサルティングサービス提供をおこなう合弁会社の設立

従来の地区本部制とブロック制の混在体制を刷新し、７つの地区本部の傘下
に全店を置き、営業店支援の人財や機能を強化した新しい地区本部制へ移行い
たしました。
新しい地区本部制に移行することで、営業店・本部の一人ひとりが自主的・主

体的に考え動き、地方創生に取組み、お客さまに最適なサービスを提供し、営業
店・本部、そして当行グループが一体感を持った営業体制の構築を進めてまいり
ます。
基本的に行政区と同区分の単位で新たに地区本部を設置することで従来に

も増して地域（市町村）との連携を強化してまいります。地域ごとに複雑化・多様
化する課題やニーズに対して、より地域に近い地区本部が主体となって戦略を
立案し、営業店と連携しながら地域金融機関として地域のみなさまとともに地域
の活性化に資する取組みを展開します。

新しい地区本部体制へ移行！
名　称 設置場所

中 央 地 区 本 部

備 前 地 区 本 部

備 中 地 区 本 部

美 作 地 区 本 部

備後広島地区本部

四 国 地 区 本 部

阪 神 地 区 本 部

本店営業部２階

岡山南支店３階

倉敷支店３階

津山支店１階

福山ビル４階

高松支店３階

神戸支店２階

キャッシュカード認証により
住所などを自動表示
（記入不要）

お手続きに必要な情報は
タブレット上で選択

現行 持株会社体制移行後

子会社 子会社

銀行

子会社 子会社 子会社銀行

持株会社

新会社

新会社による
業務軸の拡大

図はイメージであり、詳細は今後検討を進めてまいります。

子会社

【持株会社体制移行後のグループ体制】

離れた場所の
画面上で
内容確認

お客さま 出資４者（株）オンアド

お客さまの抱える課題

WEBサイト 専属アドバイザー
特徴：「中立性」「リモート完結」「アドバイスに特化」

有料アドバイスのイメージ
ライフプランシミュレーションによる課題抽出
▼

資産運用、相続・信託、保険、ローンなど
多様な観点からアドバイスを実施　

リモート面談による
アドバイスの提供

（※）当行、千葉銀行、第四北越銀行、伊予銀行、東邦銀行、北洋銀行、武蔵野銀行、滋賀銀行、琉球銀行、群馬銀行の１０行が参加する地銀広域連携の枠組み

（※）「備中地区本部」と「備後広島地区本部」は名称変更とともに
管轄エリア拡大

（新設）

（新設）
※

（新設）
※
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新商品・新サービスの取組み

一般社団法人むらづくり新庄村が、「エンペイ for 中国銀行」を導入いたしました。
「エンペイ for 中国銀行」は、当行の業務提携先である株式会社エンペイが、集金業務のキャッシュレス化・ＤＸ化による教育現場の
業務の効率化のために開発されたツールです。
紙の請求書や現金のやり取りをすることなく請求から支払いまでをワンストップでおこなうことができ、支払者、請求者ともに負担

の軽減を図ることが
できます。
当行では地域金融

機関として自治体と
連携し、地域社会が抱
える課題解決につな
がる活動を積極的に
おこなうことで地域
社会に貢献してまい
ります。

「エンペイ for 中国銀行」を新庄村の公営塾へ導入！
お客さまのスマートフォンで登録口座の残高や入出金明
細の照会、当行口座への振込・振替を24時間いつでも手続
きできる「ちゅうぎんアプリ」の取扱いを7月より開始してい
ます。
キャッシュカード発行済口座をお持ちの個人のお客さまを
対象に、ご利用手数料が無料でお使いいただけます。24時
間いつでも残高・入出金明細が確認できるほか、当行本支店
への振込・振替が簡単におこなえます。また、各種サービス・
ご案内へスムーズにアクセスできます。今後も便利なコンテ
ンツを続々追加予定ですので、ご期待ください！！

「ちゅうぎんアプリ」提供開始！

【ちゅうぎんサステナブルローンの概要】4月より「ちゅうぎんサステナブルローン」の取扱いを
開始いたしました。
本ローンは、ＳＤＧｓやＥＳＧに関連する企業目標を設定

していただき、当該達成状況に応じて金利が変動する仕
組みの商品です。金利の引下げなどによって目標達成の
動機付けを促し、お客さまのサステナブル経営を後押し
します。本ローンの融資スキームは、株式会社格付投資
情報センター（Ｒ＆Ｉ）より環境省が策定したガイドラインに
準拠性がある旨の第三者意見を取得しており、低負担で
のサステナブルファイナンスの導入が可能です。本ロー
ンには、再生可能エネルギー事業や省エネ設備の導入な
どのグリーンプロジェクトに資金使途を限定した「ちゅう
ぎんグリーンローン」と事業資金に利用できる「ちゅうぎ
んサステナビリティ・リンク・ローン」の2種類があります。
当行では幅広い金融サービスの提供とコンサルティン

グ機能の発揮を通じ、持続性のある地域社会の実現に取
組んでまいります。

「ちゅうぎんサステナブルローン」取扱開始！
中期経営計画の主要施策である「お客さま本位の営業の『深

化』」の一環として、お客さまのライフプラン全般に対するニー
ズにお応えできるよう「ちゅうぎんお困りごと解決サポート」の
取扱いを始めています。
金融のプロとして豊富

な知識・経験を持った当行
のスタッフが、相続対策や
遺品整理等の「相続・終活
サポート」、不動産の有効
活用や不動産売買等の
「不動産サポート」、家事代
行や庭木の剪定等の「くら
しのサポート」、高齢者見
守りサービスや介護施設
等の「介護サポート」といっ
た、お客さまの生活に関
わる悩みを伺い最適な提
案やパートナー企業の紹
介により解決をサポートし
ます。

「ちゅうぎんお困りごと解決サポート」
取扱開始！

お客さまのSDGｓへの取組みを支援するサービスとして4月よ
り「ちゅうぎんSDGsサポート」の取扱いを開始しています。
お客さまのSDGｓへの取組状況をお伺いし、その情報をもと

に当行で簡易診断を実
施、お客さまへ診断結果
をフィードバックいたし
ます。また診断結果にも
とづきSDGｓ宣言の作
成を支援し、お客さまの
ホームページ等での対
外PR等のサポートをお
こなっています。

「ちゅうぎんSDGsサポート」
サービス開始！

（※1）
（※2）

再生可能エネルギー事業や省エネ設備の導入など、環境面にポジティブな効果をもたらすプロジェクト。
年１回、企業目標の達成状況などを、当行に所定の様式で報告すること。

商品名 ちゅうぎんグリーンローン ちゅうぎんサステナビリティ・
リンク・ローン

資 金 使 途

融 資 金 額

適用利率・融資期間

目標の妥当性の確認
およびレポーティング

取 扱 手 数 料

レポーティング手数料

目 標 達 成 時

プ レ ス リ リ ー ス

３０百万円以上（証書貸付）

当行所定のガイドラインにもとづく条件となります。

お客さまの企業目標設定時およびレポーティング※２時に、
一般財団法人岡山経済研究所が妥当性の確認をおこないます。

組成難易度に応じたスキーム構築手数料が必要となります。

年間５万円（税込）が必要となります。

設定目標の達成状況に応じて適用利率を優遇します。

当行ホームページおよび所定の地元メディア、外部サービスを
利用した全国的なプレスリリースをおこないます。

グリーンプロジェクト※1に限定 事業資金

キャッシュレス決済 クレジットカード
パソコンとスマホを活用し、紙や現金を一切やり取りすることなく、請求・お支払いができます。

コンビニエンスストア

支払い者施設

支払い者の
LINEにご請求

クレジットカード、
コンビニ払い、
PayPay、
LINE Payで
お支払い！

支払い完了
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岡山地域におけるSDGsへの取組みの情報交流・発信の場として
設置した「おかやまSDGsプラザ」において開催された「おかやま
SDGsプラザ 夏の交流会2021 高校生SDGs交流会」に当行も参
加しました。
本イベントには、岡山県内の高校生や岡山県内に事業所を有する企

業が参加し、SDGsに関する研究発表、それぞれがおこなっている
SDGs活動についての活動報告および情報交換がおこなわれました。
当行が、なぜ「地方創生、SDGsの取組み強化」を中期経営計画
の第1の柱として取組んでいるかを具体的な活動事例を交えて説
明すると、参加した高校生か
らは「銀行が地域に果たして
いる役割がわかった」「金融機
関もSDGsに深く関わってい
ることがわかった」などの感想
が寄せられました。

2021年3月、「岡山県交通安全対策協議会」へ交通安全啓発
DVDの購入費を寄贈しました。当行では、交通安全意識を向上
させ住みよいまちづくりにつなげる目的で寄贈しています。
この寄贈により購入されたDVDは、幼児から高齢者まで幅広い
世代の交通安全教育に利用され、交通事故防止に役立てられて
います。

瀬戸内海の魅力ある地域資源を守り、海ごみなどの環境問題を解決
するため、株式会社マナティ（沖縄県）が運営する海ごみクリーンアップ
の仕組み「プロジェクトマナティ」を誘致し、Uni．Houseが実施した岡山
県内初のマナティイベントに協力しました。
プロジェクトマナティは、地域交流、遊び、環境保全をテーマとして地

域の海ごみの課題解決を目指す海ごみクリーンアップのアクティビティ
です。地域住民と触れ合いなが
らクリーンアップができるという
新しい発想のこのイベントに当
行からは、近隣の牛窓支店、邑久
支店、片上支店、日生支店が参
加し、清掃活動とともに、地域の
方々との交流を深めました。

2004年の台風23号で被害を受けた真庭市の森林の一部を
「ちゅうぎんの森」と名付け、災害に強い針広混交林化を目指し
て、2008年から整備事業を実施しています。
2008年度から10年間にわたり風倒木被害地を植林・下草刈

り・間伐などで整備した後、2018年に新たな整備計画を作成し、
その計画のもとで間伐、除伐などをおこなっています。
なお、間伐後の木材につい

ては売却し、その資金を森林
保全活動に活用するととも
に、売却が難しい木材につい
てはバイオマス発電に使用
し、有効活用しています。

環境問題への取組み

地域とともに

当行では、気候変動、脱炭素化への対応など、さまざまな社会課題の解決に向け資金の出し手として責任ある投融資をおこな
うための取組方針を定めました。
投融資にあたり、SDGｓの視点に配慮し地域社会の持続的な発展、社会的課題の解決に積極的に取組んでまいります。　
「責任ある投融資に向けた取組方針」では、非人道的な兵器を製造している企業への投融資はおこなわないこと、他の発電方式
に比べて温室効果ガスの排出量が高く、気候変動等への影響が懸念される石炭火力発電所建設を資金使途とする投融資は原則
としておこなわないこと、パーム油農園開発・森林伐採事業向け投融資は森林資源等の保全や人権保護の観点から、環境への影
響や人権侵害の有無等を十分注意したうえで与信判断をおこなうことなどを定めています。

「責任ある投融資に向けた取組方針」の策定について
大規模な自然災害をもたらす気候変動が世界的な重要課題となる中、当行は2021年5月に「気候関連財務情報開示タスク

フォース（TCFD）」提言に賛同いたしました。今後TCFD提言を踏まえた情報開示に努めてまいります。

TCFD※（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言への賛同

〈高校生SDGｓ交流会〉 〈交通安全啓発DVD寄贈式〉〈ちゅうぎんの森〉〈マナティイベント〉

SDGｓ・CSRの取組みについて

（※）TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures（気候関連財務情報開示タスクフォース））
2015年12月、G20の要請を受け金融安定理事会（FSB）により気候関連の情報開示および金融機関の対応をどのようにおこなうかを検討するために設立された。
2017年6月に企業による自主的な開示を促すための提言をまとめた最終報告書を公表し、気候変動リスクおよび機会について提言に沿った情報開示を推奨している。

子育て中のみなさまがリラックスしたひとときを過ごしていた
だくために、親子で参加できるドリーミーコンサート「親子deク

ラシック」を開催しています。本格
的なクラシックファンはもちろんの
こと、子どもたちも楽しめる内容と
なっています。

地域のみなさまに心地よい音楽を楽しんでいただくため、おか
やま国際音楽祭の一環として、当行本店前の広場で「ちゅうぎんま

えジャズナイト」を開催しています。
本イベントは、岡山県内のジャズ
ファンのみならず全国のジャズファ
ンにも広く知られ、毎年多くのファン
が訪れます。

文化支援
大学コンソーシアム岡山に所属する岡山県内16大学の学生

を対象に「ちゅうぎん『金融知力』講座」を開講しています。生活
に密着した金融に関する基礎知識
について全16回の講義をリモート
でおこなっています。

金融教育
青少年のスポーツ支援も積極的に取組んでおり、「岡山県少年サッ

カー5年生大会」「香川少年フットサル大会」をちゅうぎんカップとして
開催しています。
また地元スポーツチームである「岡

山シーガルズ」「岡山リベッツ」「ファジ
アーノ岡山」「トライフープ岡山」「岡
山湯郷Belle」も応援しています。

スポーツ支援

〈金融知力講座〉 〈ちゅうぎんカップ〉〈ちゅうぎんまえジャズナイト〉〈親子deクラシック〉
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2019年度中間期

8,414

12,244

10,337

2020年度中間期

7,791

11,111

12,567

2021年度中間期

9,737

14,348
14,573

2021年3月末

5,376

2021年9月末

5,542

5,080

2020年9月末

2021年9月30日現在

預り資産の状況
その他法人預り資産個人預り資産

貸出金残高
その他個人ローン事業性貸出金

損　益
コア業務純益 経常利益 中間純利益

2021年9月末

34,578

12,214

4,791
51,584

2021年3月末

34,682

11,981

4,780
51,444

2020年9月末

33,849

11,809

4,921
50,580

2020年9月末

3,171

3,351

14,310

1,749
1,330
23,913

2021年3月末

4,418

3,056

15,044

2,250
1,455
26,225

2021年9月末

4,210

3,200

14,365

2,366
1,510
25,653

2021年9月末

55,609

20,248

5,704
81,563

2021年3月末

54,620

20,021

6,425
81,067

2020年9月末

53,277

19,038

6,142
78,458

自己資本比率および総自己資本の額
総自己資本比率普通株式等Tier 1 比率

有価証券残高
株式投資信託等外国債券社債国債・地方債 総自己資本の額

0

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

75,000

80,000

85,000

（単位：億円）

0

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

（単位：億円）

0

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（単位：億円）

0

12.0

13.0

14.0

15.0

0

4,000

4,500

5,000

5,500

（単位：%） （単位：億円）

0

14,000

16,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

（単位：百万円）

12.95

12.71

13.35

13.11

格付け記号の位置付け

ムーディーズ社
格付投資
情報センター
（R&I）

発行から最終期限
まで1年を超える
預金・債券などを
対象

発行から最終期限
まで1年以内の
預金・債券などを
対象

財務内容の
安全性・健全性を
評価

総合的な
債務履行能力を
評価

銀行預金
格付け
＜長期＞

銀行預金
格付け
＜短期＞

ベースライン
信用リスク評価
（BCA）

発行体
格付け

C

Ca

Caa3

Caa2

Caa1

B3

B2

B1

Ba3

Ba2

Ba1

Baa3

Baa2

Baa1

A3

A2

A1

Aa3

Aa2

Aa1

Aaa

caa3

caa2

caa1

b3

b2

b1

ba3

ba2

ba1

baa3

baa2

baa1

a3

a2

a1

aa3

aa2

aa1

aaa

D

CC

CCC－
CCC

CCC+
B－
B

B+
BB－
BB

BB+
BBB－
BBB

BBB+
A－
A

A+

AA－
AA

AA+
AAA

投
資
適
格
等
級

投
機
的
等
級

P-1（PRIME-1）
投
資
適
格
等
級

投
機
的
等
級

12.63

12.63

格付けとは、銀行の財務内容や外部環境などについて公正な第三
者である格付機関が調査し、お客さまからお預りした預金の元金と利
息が確実に支払われるかどうかという債務履行の確実性（信用力）や、
財務内容の健全性などをランク付けしたものです。当行では、ムー
ディーズ社および格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）から格付けを取得して
おります。

格付けについて営業の概況

（※2）コア業務純益 ＝ 業務純益 － 債券関係損益 ＋ 一般貸倒引当金繰入額

（※1）

①普通株式等Ｔｉｅｒ 1
　資本の額　　　　＋

②その他Ｔｉｅｒ 1
　資本の額　　＋

③Ｔｉｅｒ 2
　資本の額

④リスク・アセットの額
＝ ×１００総自己資本比率

（％）

①普通株式等Tier 1 資本の額：最も質の高い資本。普通株式と内部留保などから構成されています。
②その他Tier 1 資本の額：優先株や高い損失吸収力を持つ資本性商品などから構成されています。
③Tier 2 資本の額：劣後債・劣後ローン（預金者や一般債権者に劣後して損失を吸収すること
　が明確なものに限定）などから構成されています。
④リスク・アセットの額：資産をリスクの度合に応じた金額に換算して積算したものです。

事業性貸出金は減少しましたが、個人ローンが増加し9月末残高は
5兆1,584億円となりました。

個人預り資産、法人預り資産ともに増加し、預り資産全体の9月末
残高は8兆1,563億円となりました。

本業のもうけを表すコア業務純益は（※２）につきましては、資金利益
や役務利益の増加、経費の着実な削減を主因に前年同期比20億6百万
円増益の145億73百万円となりました。
経常利益につきましては、与信費用の減少を主因に前年同期比32億

37百万円増益の143億48百万円となりました。
なお、親会社株主に帰属する中間純利益については前年同期比19億
46百万円増益の97億37百万円となりました。（1株当たり当期純利益
51円99銭）

2021年9月末の総自己資本比率は13.35%、普通株式等Tier1比率
は13.11％となりました。
なお、当行は国際統一基準＊により自己資本比率を算出しております。

＊国際統一基準 ：総自己資本比率８％以上、Tier 1 比率6％以上、
普通株式等Tier 1 比率４.5％以上

（※1）預り資産 ： 預金、譲渡性預金、公共債・投資信託窓口販売

有価証券運用につきましては、資金利益と金利動向等各種リスクと
のバランスに配意しながら運用をおこなった結果、9月末残高は2兆
5,653億円となりました。
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2017年度2016年度 2018年度
0

5

10

15

20

（単位：円）

金融機関
26.85％

個人その他
30.11％

外国法人等
15.22％

その他の法人
26.59％

金融商品取引業者
1.23％

政府・地方公共団体
0.00％

一株当たり配当金額の推移

2019年度 2020年度

23円

15,149,056,654円
195,272,106株

14,297名

【ご注意】
1.

2.

3.

１.資本金 ················································
２.発行済株式総数 ········································
３.株主数·······························································

三菱UFJ信託銀行株式会社株主名簿管理人
特別口座の口座管理機関

毎年３月３１日に決算をおこないます。

毎年６月に招集し開催いたします。

期末配当の基準日は毎年３月３１日、中間配当の基準日は毎年
９月３０日といたします。

定時株主総会の議決権の基準日は毎年３月３１日といたします。
その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定めます。

三菱UFJ信託銀行株式会社
大阪証券代行部
〒541-8502
大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
TEL. 0120-094-777 （通話料無料）

同 連 絡 先

■決算期
電子公告とします。
　インターネットホームページ　https://www.chugin.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公
告をすることができない場合は、岡山市において発行する山陽新
聞および東京都において発行する日本経済新聞に掲載しておこ
ないます。

■公告方法

■株式の状況

■大株主

■株式所有者別内訳

■定時株主総会

■配当金

■基準日

■株主名簿管理人
株主優待制度について

株主優待制度の
対象となる株主さま

毎年3月31日現在の株主名簿に記録された500株以上保有の株主さまのうち、
継続して1年以上保有している株主さま。

株主優待制度の内容 以下の3コースより、いずれかをお選びいただけます。

安定した株主還元を目指します。

※継続して1年以上保有：基準日（3月31日）の株主名簿に記録され、毎年3月31日および9月30日現在の
株主名簿に同一株主番号で連続して3回以上記録されていることをいいます。

株主のみなさまへ

第141期中間配当金については、当行普通株式1株につき
配当金を11円50銭とさせていただきました。

第１41期中間配当金のお知らせ

配当と自社株取得による総還元率を連結当期純利益
（親会社株主に帰属する当期純利益）の35％以上としてお
ります。

株主還元方針

株式のご案内・状況 

保有株数

500株以上
5,000株未満

5,000株以上

優待商品

5,000円相当の
岡山県特産品

10,000円相当の
岡山県特産品

岡山県特産品コース
1

カタログに記載された岡山県の特産
品からお好みの商品をお選びいただ
けます。

寄付金コース
2

寄付先として、日本赤十字社、認定特
定非営利活動法人AMDA、公益財団
法人 日本ユニセフ協会のいずれかを
お選びいただけます。

TSUBASAアライアンス
共同企画特産品コース

3

TSUBASAアライアンスに参加する地
方銀行5行（千葉銀行・第四北越銀行・
伊予銀行・東邦銀行・群馬銀行）の地元特
産品等を掲載した
別冊カタログから
お好みの商品をお
選びいただけます。

保有株数

500株以上
5,000株未満

5,000株以上

寄付金額

5,000円

10,000円

保有株数

500株以上
5,000株未満

5,000株以上

優待商品

5,000円相当の
他県特産品

10,000円相当の
他県特産品

株主名 株式数
（千株）

持株比率
（％）

21,726

9,789

5,358

5,159

4,756

4,754

4,559

4,478

4,340

2,798

11.62

5.23

2.86

2.76

2.54

2.54

2.43

2.39

2.32

1.49

日 本 マ ス タ ートラ スト信 託 銀 行 株 式 会 社

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行

岡 山 土 地 倉 庫 株 式 会 社

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)RE SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社

倉 敷 紡 績 株 式 会 社

シ ー ピ ー 化 成 株 式 会 社

中 国 銀 行 従 業 員 持 株 会

NORTHERN TRUST CO.(AVFC)RE U.S. TAX EXEMPTED PENSION FUNDS

※自己株式を8,361千株保有しておりますが、上記大株主から除外しております。

株主さまの住所変更、買取・買増請求、配当金の振込指定、そ
の他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されて
いる口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっておりま
す。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせくだ
さい。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取扱いで
きませんのでご注意ください。
特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきま
しては、三菱UFJ信託銀行が口座管理機関となっております
ので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）に
お問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行本支店にて
もお取次ぎいたします。
未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店
でお支払いいたします。

（2021年9月30日現在）

（2021年9月30日現在）

（2021年9月30日現在）
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